
滋賀県の下水熱利用に向けた
取り組みについて

滋賀県琵琶湖環境部下水道課
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資料１－４



滋賀県の施策への位置づけ
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「人口減少を見据えた豊かな滋賀づくり総合戦略」（H27年）
滋賀エネルギーイノベーションプロジェクト
・・・市街地や工場集積地における下水熱利用を主な施策に位置付け

「しがエネルギービジョン」（案）
再生可能エネルギー総合推進プロジェクト
・・・地域性の高いエネルギーである再生可能エネルギー熱

（太陽熱、地中熱、下水熱）について、その利用促進を図る。



下水熱利用に向けた取り組み方針と具体の取り組み
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方 針： 「とにかくやってみる。」

・下水放流渠近傍に整備さ
れる国体会場への導入
・下水再生水利用と併せて下
水熱利用を検討

・琵琶湖流域下水道の全流
域管渠を対象に広域ポテン
シャルマップ作成
・H28年度公表予定

今年度の取り組み：

・滋賀県初の民間利用を目
指し、共同研究に位置付け、
熱需要家を探索
・国土交通省FS調査対象に
採択

滋賀県

関西電力株式会社

積水化学工業株式会社

株式会社日水コン

県有施設への導入調査 ポテンシャルマップの作成 民間施設への導入調査



琵琶湖流域下水道と滋賀県の特徴

・滋賀県は、県内総生産のうち第二次産業が占め
る割合が40.9%で全国１位（H24年度）

流域下水道を主体とした下水道整備
・4処理区「湖南中部」「湖西」「東北部」「高島」
・県内全ての処理場に高度処理を導入

全国屈指の「モノづくり県」

⇒流域下水道での民間利用、産業部門での利用を目指す
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※工場の製造プロセスは、業務用施設等と比較して、「年間を通じ
て温水・蒸気を利用する」「稼働時間が長い」という特徴があるため、
年間を通じて大きなメリットが期待できる。



■名称：「琵琶湖流域下水道管路を利用した下水熱利用に関する研究」

■研究主体：滋賀県(下水道課)、積水化学・関西電力・日水コン 共同研究体

■実施期間：平成27年10月1日～平成28年3月31日

■実施内容：
①流域下水道事業の特性の整理(特徴、課題明確化、解決策の検討、熱ポテンシャル調査等)
②製造プロセス分野における下水熱の需要家探索
③熱利用先を想定した事業可能性検討と評価(環境性・経済性)
④事業スキームや料金設定に関する検討

共同研究開始
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積水化学・関西電力・日水コン共同研究体より提案書受理、承諾（H27年8月）

共同研究実施協定書締結（H27年10月）

各社同時にプレスリリース（H27年9月）
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No 実施項目
１ 流域下水道の特徴の整理
１－１ 流域下水道の特徴
１－２ これまで熱利用が進んでいない要因・課題の明確化
１－３ 流域下水道において下水熱利用を実現するための課題解決策の検討
１－４ 流域下水道の熱ポテンシャルの調査・分析（温度・流量等）
２ 県内製造プロセスにおける熱需要家の探索
２－１ 熱利用候補先の選定
２－２ 熱利用候補先への提案
３ 熱利用先を想定した事業可能性検討（FS）と評価（環境性・経済性）
３－１ 熱利用システムの検討
３－２ 環境性評価
３－３ 経済性評価
４ 事業スキームや利用料金設定に関する検討
４－１ 事業スキームの検討
４－２ 料金設定に関する検討

共同研究実施項目

↑ FS調査対象範囲
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検討プロセス

共同研究協定書締結

需要家の探索
FS実施

需要家へのアプローチ

FS承諾

竣工・フォロー

・国土交通省下水熱アドバイザー制度採択(滋賀県)

・下水管路マップ・管路改修計画の提出(滋賀県)
・流域下水管路近傍の工場から顧客選定23件(関西電力)
順位付け ・下水管からの距離

・管径φ800以上かつ適当な下水量
・蒸気ボイラ、ヒータなど低効率機器の有無
・工場稼働時間が長い

・システム導入意思決定
・補助金申請(再エネ事業者支援補助金等)
・実施設計

・提案承諾依頼、概要提案(関西電力) 
・現場調査(ﾒｰｶｰ、積水化学)
断念したｹｰｽ ・熱源まで距離がある

・改修時期でない、興味を示されない
・システム変更による品質の影響を懸念

訴求力が高まるｹｰｽ
・要求温度が低く、下水熱の優位性がある
・現状の燃料単価が高い
・PR効果を評価

・技術検討(ﾒｰｶｰ、積水化学、関西電力、日水コン)
・３件に対し見積り提案 (滋賀県、積水化学、関西電力)

・国土交通省FS事務局(三菱総研、総合設備ｺﾝｻﾙﾀ
ﾝﾄ）との打合せ
・熱源側負荷測定(関西電力)
・下水配管ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ調査
・ｼｽﾃﾑの施工方法検討(滋賀県、積水化学、日水ｺﾝ)
・事業ｽｷｰﾑの検討
(滋賀県、積水化学、関西電力、日水コン)

・扶桑工業(株) FS承諾(滋賀県)
・国土交通省FS採択

ｼｽﾃﾑ導入決定
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FS概要

洗浄機

洗浄液槽

40℃～45℃

蒸気

薬品循環

老朽化により蒸気ボイラの効率が低下している。
蒸気システムのため大きな熱ロスが懸念される。
灯油などのコストは変動要素が大きい。

蒸気ボイラ
洗浄機：42℃設定

洗浄機：42℃設定

洗浄機：42℃設定

洗浄機イメージ図

灯油タンク

問題点

現状のシステム 対象：扶桑工業(株)近江工場（滋賀県米原市）
業種：建設機械等の部品製造
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FS概要

実稼働時の洗浄槽３槽の1時間当り最大負荷は、30.2kW/hと想定

●400L洗浄槽①、1000L洗浄槽②、③の洗浄槽温度、蒸気開放時間測定(測定日：2015年12月10日～18日)

洗浄機

蒸気

①蒸気制御弁
②洗浄ポンプ制御弁

③洗浄槽温度④蒸気温度

温水供給

洗浄槽 41℃～45℃程度
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→ [時刻]

槽負荷③
槽負荷②
槽負荷①

洗浄槽負荷推移（2015年12月17日時点）

1時間当りの
最大負荷30.2kW

洗浄機の
最大熱負荷

時刻別平均下水ポテンシャル量

30.2kW 約500kW（時刻別最低：約250kW）
下水熱利用の可能性が十分見込める。

1時間当たりの最大負荷[kWh]（立ち上げ負荷除く稼働時）【1時間当たりの蒸気弁開放時能力[kW/h]×蒸気弁開放時間[min/h]×60[min]】

マッチング

全洗浄槽の稼働負荷測定
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FS結果
＜検討緒元＞
運転時間：288日/年（土日休）、11時間/日
灯油使用量：お客さま実績より（16,670L/年）

下水幹線

集熱管

２０℃（例）→

←（例）15℃
下水熱利用
ヒートポンプ

洗浄機：42℃設定

洗浄機：42℃設定

洗浄機：42℃設定

蒸気ボイラ

灯油タンク

ライフサイクルコスト

提案システム

• 運用年数を15年と想定した場合に、蒸気ボイラシステムと比較して下水熱利用ヒートポンプシステ
ムを適用した場合、事業採算性は概算で約5年※1の回収見込みとなった。

なお、ライフサイクルコストにはイニシャルコスト（ヒートポンプ工事費用等）、ランニングコスト（エネル
ギーコスト、下水道施設使用料金等）を含む。

※１回収年数試算結果は自治体に１/２補助、対象工場に２/３補助がでた場合
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FS結果

下水管

⑥温水循環
ポンプ
(扶桑工業)

⑤水熱源
ヒートポンプ
(扶桑工業)

④熱源水
循環ポンプ

(扶桑工業)

②一次配管
（滋賀県）

①熱回収管
（滋賀県）

⑦二次側配管
(扶桑工業)

洗浄槽

官地-民地
境界線

③一次配管
(扶桑工業)
③一次配管
(扶桑工業)

マスを設け
フランジ接続

※1）自治体負担の補助裏部分は3条､4条区分のため建設負担金等のスキームが必要な可能性あり

下水道管内
熱回収器、熱輸送管

公道下
１次配管等

民地
１次配管、ヒートポンプ等

初期
投資

主体・費用負担 滋賀県 滋賀県 扶桑工業

ランニング費用 ・初期投資回収 ※１）
施設利用料（熱利用者から徴収）

・初期投資回収 ※１）
施設利用料（熱利用者から徴収） 設備償却

資産
所有

主体 滋賀県 滋賀県 扶桑工業

ランニング費用 － － －

維持
管理

主体・費用負担 滋賀県 滋賀県 扶桑工業

ランニング費用 維持管理費（熱利用者から徴収） 占用料免除（道路占用許可） 設備メンテナンス費用

事業スキーム案

扶桑工業(株)近江工場
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FS結果

※1）自治体負担の補助裏部分は3条､4条区分のため建設負担金等のスキームが必要な可能性あり

滋
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県
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補助金 2/3

申請 申請・補助要件遵守
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路
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除
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道
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下水道施設利用料
・滋賀県初期投資分割賦返済

15年均等返済、金利2.0％
・下水熱施設維持管理分

下水熱施設利用許可

設
備

メ
ー
カ
ー

メンテナンス

関
西
電
力

電気料金

下水道管内
熱回収器、熱輸送管

公道下
１次配管等

民地
１次配管、ヒートポンプ等

初期
投資

主体・費用負担 滋賀県 滋賀県 扶桑工業

ランニング費用 ・初期投資回収 ※１）
施設利用料（熱利用者から徴収）

・初期投資回収 ※１）
施設利用料（熱利用者から徴収） 設備償却

資産
所有

主体 滋賀県 滋賀県 扶桑工業

ランニング費用 － － －

維持
管理

主体・費用負担 滋賀県 滋賀県 扶桑工業

ランニング費用 維持管理費（熱利用者から徴収） 占用料免除（道路占用許可） 設備メンテナンス費用

考慮した点
下水管内の熱交換器・配管を工場側で所
有するリスクは受け入れ難い。
建設費と、下水熱施設維持管理費を分割で
熱利用者から徴収。
機器所有権、メンテナンスについて協議の上
定めておく必要がある。
3者契約案では費用対効果が悪く、自治体
との2者契約とする。

事業スキーム案
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まとめ

わかったこと
・環境配慮の取組や、自治体との協業に事業者側がPR効果を感じるケースがある。
・公共施設の場合は、B/C等の評価により事業化できるが、民間施設の投資回収年の条件
は5年以内の傾向（事業者ヒアリングより）がある。また、設備改修のタイミングも重要である。
・既設設備改修の場合、下水道管と熱源機器との距離やルートが課題となりやすい。

今後の検討課題
・近傍にマンホールが無く、付帯工事の必要がある。その際、埋設深さや地盤、周辺道路状
況から、工費の増大も懸念される。
・前提としている補助金の採択可否。
・事業スキーム案を自治体と2者間契約としているが、長期契約に係るリスクがある。
・下水熱交換器設置事例が少ない上、維持管理基準が無く、今後の維持管理上のリスクが
ある。
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共同研究（FS）の今後の予定
・見積額を精査の上、工場側へ提案（3月）
・今回の共同研究、FSの知見を踏まえ、需要家探索の継続。

その他の取り組み予定
・ポテンシャルマップの公表と活用
・一般認知度向上に向けた取り組み

下水熱利用促進セミナー（H28.2.23）のようす

今後の予定


